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2005～2014年の10年間に東京23区で発生した妊産婦異状死の調査で、
妊娠中23例、産後１年未満40例の合計63例の自殺が確認された。

日本産婦人科医会
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妊産婦の自殺
の顕在化

母体のメンタル
支援の必要性
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（最大）
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日本産婦人科医会
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◼自治体ごとに様々な支援体制
◼産科医療機関でも施設/人材
を利用した支援

◼ホテル・リゾート施設などの
施設を利用した支援

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kodomo/shussan/ninsanpu.html 
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育児の相談、サポート
（オムツ交換、沐浴、寝かし方など）

生活のアドバイス

気持ちの不調
不安や悩みの相談

授乳のためのサポート
（乳房ケア含む）

身体の休息や睡眠時間の確保
栄養バランスの取れた食事の提供

産後ケアで受けられる支援
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利用者負担金について

⚫ 産後ケア事業は、区市町村が主体となって実施しており、国や都道府県からの補助金
で運営費用の一部が賄われています。しかし、全額が公費で賄われるわけではなく、
利用者の負担金が設定されていることが一般的です。

⚫ 自治体による助成：多くの自治体では、利用者負担を軽減するための助成制度を設け
ています。例えば、住民税非課税世帯や生活保護世帯は利用料金が免除されたり、
所得に関わらず一部が減免されたりする場合があります。墨田区の例では、宿泊型
産後ケアの利用料総額の8割を区が負担し、利用者は残りの2割を負担します。

⚫ 料金の目安：宿泊型（ショートステイ）の場合、自己負担額の目安は1泊10,000円〜
20,000円程度で、施設によっては20,000円〜100,000円と幅があります。
デイサービス型では、1回3,000円〜5,000円程度の負担が一般的です。

⚫ 利用期間：原則として7日以内とされており、自治体によって利用回数に上限がある
場合もあります。
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